様式２　老健用
事業計画書
１　法人の理念、運営方針
	


２　応募の動機、趣意
	


３　職員の配置計画
	管理者、支援相談員、薬剤師、理学療法士、作業療法士、介護支援専門員、介護職員、看護職員等の配置方法（配置の考え方、兼務、常勤○人・非常勤○人等、開設当初に予定する内容をなるべく詳細に記載してください。）



４　職員の研修計画、人材確保、処遇について　
	※資料等が有る場合、添付してください。


５　在宅復帰・在宅療養支援に向けた取組み　
	※資料等が有る場合、添付してください。


６　感染症及び食中毒の予防、まん延防止の取組み
	※資料等が有る場合、添付してください。


７　虐待防止の取組み
	※資料等が有る場合、添付してください。


８　非常災害対策
	※資料等が有る場合、添付してください。


９　事故防止の取組み
	※資料等が有る場合、添付してください。


10　苦情対応
	※資料等が有る場合、添付してください。


11　入所者の日常生活充実のための支援
	※資料等が有る場合、添付してください。


12　地域貢献
	※資料等が有る場合、添付してください。


13　併設サービスの有無（該当する項目に○）
　　
・訪問リハビリテーション　　　　　　　　ア　有　　　　　　　イ　無
・通所リハビリテーション　　　　　　　　ア　有　　　　　　　イ　無
・短期入所療養介護　　　　　　　　　　　ア　有　　　　　　　イ　無
	※その他併設を予定している介護サービスを記載してください。



14　事業予定地の取得状況（該当する項目に○）　
　　
　　　ア　応募事業者が自己で（　所有済　・　購入予定　）
　　　
イ　応募事業者が国又は地方公共団体と借地契約済
　　　ウ　その他（記載欄：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
15　協力病院・協力歯科医療機関（名称・診療科目・施設からの距離・所要時間）
	


16　福祉避難所の設置、運営に関する協定（該当する項目に〇）
　　　ア　締結する　　イ　締結しない
17　他事業への参加（該当する項目に○）
　
・介護相談員派遣事業　　　　　　　　　　　ア　受入れする　　イ　受入れしない　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　・シニアサポーター事業　　　　　　　　　　ア　受入れする　　イ　受入れしない
18　補助事業の活用（該当する項目に〇）
ア　介護施設等の創設を条件に行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備事業
　　
　　イ　地域密着型サービス等整備助成事業
　　　
　　　ウ　補助事業は活用しない
19　開設までのスケジュール
地元説明、各種手続き、工期（着工、完成）等開設までの予定を記載してください。
開設許可申請書類等の準備、従業員の確保期間等も十分に確認し、無理のないスケジュールを作成してください。
	


20　施設のアピールポイント
	・ソフト面について
・ハード面について
※資料等が有る場合、添付してください。


21　市政への貢献
　　本市の施策への参画状況等を記載してください。
	※資料等が有る場合、添付してください。


※　適宜枠を拡大して記入してください。
